
法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第20条の規定に基づき、当社
ホームページに掲載することにより株主の皆様に提供しております。



連 結 注 記 表

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
１．連結の範囲に関する事項

⑴連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数　　　　　　　　　６社
主要な連結子会社の名称

㈱日車エンジニアリング、NIPPON SHARYO U.S.A.,INC.、重車輛工業㈱、
㈱日車ビジネスアソシエイツ

⑵主要な非連結子会社の名称等
会社名

上海日車科技コンサルタンツ㈲
連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持
分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数　　２社
会社名

日泰サービス㈱、日本電装㈱
　持分法適用関連会社であった台湾車輛股份㈲は、同社が実施した増資の結果、当社の持分比率が低下し
関連会社ではなくなったため、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外しております。

⑵持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社名

上海日車科技コンサルタンツ㈲
持分法を適用しない理由

　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は、いずれも小規模であり、合計の当期純損益（持
分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさ
ないため、持分法の適用範囲から除いております。

⑶持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る直近の
計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、NIPPON SHARYO U.S.A.,INC.ならびに同社傘下のNIPPON SHARYO 
MANUFACTURING, LLCおよびNIPPON SHARYO ENGINEERING & MARKETING, LLCの決算日は、
12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連
結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

－ 1 －



４．会計方針に関する事項
⑴資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

時価のあるもの……………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
②たな卸資産

商品及び製品、仕掛品………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）

半製品、原材料及び貯蔵品…主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）

⑵固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物……………………定額法
その他の有形固定資産………主として定率法

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがあるものは当該保証額）とする定額法

⑶引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡し工事のうち、損失の発生
が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが可能な工事について、その損失見込額を計上して
おります。

④受注損失引当金
　工事契約を除く受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込
まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが可能なものについて、その損失見込額を計上しておりま
す。

⑤環境対策引当金
　保管するＰＣＢ廃棄物について、日本環境安全事業株式会社から公表されている処理単価等に基づき算
出した処理費用見込額を計上しております。

⑥石綿健康被害補償引当金
　石綿健康被害者の元従業員に対して、発生すると見込まれる補償額を計上しております。

⑷退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による定額法により
費用処理しております。
　数理計算上の差異は、それぞれの発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）を処理年
数とする定額法により、翌連結会計年度から費用処理しております。
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⑸その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準
を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用
する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

②ヘッジ会計の処理
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約および通
貨スワップについては振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特
例処理によっております。

③消費税等の会計処理
税抜方式

５．追加情報
（和解契約の締結）

　米国向け大型鉄道車両案件については、平成28年12月に当該案件を予定通り遂行することが困難になった
旨を客先に申し入れ、案件遂行の方向性について、関係当事者と協議を行ってまいりましたが、当連結会計
年度において、関係当事者への影響を最小限にする方策として当社とは別の車両メーカー（以下、「代替メ
ーカー」という。）が当該案件における車両の製造を行うこととなりました。これに伴い、当社は当該案件
の直接の受注者である住友商事株式会社および米州住友商事会社（以下、あわせて「住友商事グループ」と
いう。）と交渉を進めてまいりましたが、当社およびNIPPON SHARYO MANUFACTURING, LLC（以
下、「日車MFG」という。）が、住友商事グループに対して合計328,942千米ドルを解決金として支払い、
本案件を住友商事グループとの間で終局的に解決することを内容とする和解契約の締結を平成29年11月6日
開催の取締役会で決定し、同日付で締結しました。これに関する会計処理の詳細につきましては、それぞれ
【連結貸借対照表に関する注記】４、【連結損益計算書に関する注記】に記載のとおりであります。なお、
当連結会計年度において解決金の支払いを完了しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 48,965百万円
２．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産 担保に係る債務

種 類 期末帳簿価額
（百万円） 内 容 期末残高

（百万円）
預け金（流動資産｢その他｣） (注)１ 56 － －
預け金（固定資産｢その他｣） (注)２ 10 － －
投資有価証券 (注)３ 4,486 － －
建物及び構築物 276

長期借入金 (注)４ 35,000土地 14
投資有価証券 12,337
(注)１．保険契約に基づく預金の差入であります。

２．「宅地建物取引業法」に基づく営業保証金であります。
３．信用状発行のための差入であります。
４．米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払いに充当することを目的とした親会社（東海旅客

鉄道㈱）からの長期借入金であります。
３．保証債務

被保証者 内 容 金額(百万円)
東銀リース㈱他 各社の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証 388

４．受注損失引当金
　追加情報に記載した内容を踏まえ、前連結会計年度末に計上した受注損失引当金について3,156百万円の戻
し入れを行った結果、当連結会計年度末における当該案件に係る受注損失引当金の残高は1,802百万円となり
ました。

５．親会社へ譲渡した固定資産
　当社は、平成29年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄
道㈱）へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会
社との間で賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の土
地11,975百万円および建物及び構築物4,022百万円（いずれも平成30年３月末日の帳簿価額）については売買
処理を行っておらず、有形固定資産に計上しております。なお、当該取引はファイナンス・リース取引には該
当しないため、工場資産の譲渡価額は長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）に計上しており、平
成30年３月末日の残高は20,686百万円であります。

【連結損益計算書に関する注記】
解決金の支払に伴う損失
　追加情報に記載のとおり、当社および日車MFGが住友商事グループに対して解決金を支払うことに伴い生じ
た損失であります。

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 146,750,129株
２．配当に関する事項

⑴配当金支払額
　該当事項はありません。
⑵基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　該当事項はありません。
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、設備投資資金および運転資金等の必要資金は内部資金を充当するほか、親会社（東海旅客
鉄道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）から調達しております。また、
資金運用は主にこのＣＭＳを活用しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ご
との期日管理および残高管理などの方法により管理しております。
　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的な時価等の把握などの方法により、市場リ
スクを管理しております。
　長期借入金のうち、親会社へ譲渡した固定資産の譲渡価額について計上した長期借入金は、賃貸借契約に基
づき金利相当分を含んだ一定の賃借料を支払うため金利変動リスクはありません。また、米国向け大型鉄道車
両案件に関する解決金の支払いに充当することを目的とした親会社からの長期借入金は、固定金利であるため
金利変動リスクはありません。
　なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（注２参照）。

連結貸借対照表
計上額(百万円)(※) 時価(百万円)(※) 差額(百万円)

⑴現金及び預金 8,503 8,503 －
⑵受取手形及び売掛金 27,890 27,890 －
⑶短期貸付金 7,534 7,534 －
⑷投資有価証券 17,023 17,023 －
⑸支払手形及び買掛金 （11,580） (11,580） －
⑹電子記録債務 （10,683） （10,683） －
⑺未払法人税等 （132） （132） －
⑻長期借入金 （35,000） （35,126） 126
⑼リース債務(固定負債) （1,724） （1,705） △19

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金、⑶短期貸付金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
⑷投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
⑸支払手形及び買掛金、⑹電子記録債務、⑺未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
⑻長期借入金、⑼リース債務（固定負債）
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入またはリース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額2,316百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑷投資
有価証券」には含めておりません。
　また、親会社へ譲渡した固定資産の譲渡価額について計上した長期借入金（１年内返済予定の長
期借入金を含む。連結貸借対照表計上額20,686百万円）は将来キャッシュ・フローを見積もること
などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑻長期借入金」には含めて
おりません。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産 144.46円
２．１株当たり当期純損失 57.30円
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個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴有価証券
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
⑵たな卸資産

商品及び製品、仕掛品…………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）

半製品、原材料及び貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物………………………定額法
その他の有形固定資産…………定率法

⑵無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

⑶リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがあるものは当該保証額）とする定額法

３．引当金の計上基準
⑴貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡し工事のうち、損失の発生が見込
まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが可能な工事について、その損失見込額を計上しております。

⑷受注損失引当金
　工事契約を除く受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積もることが可能なものについて、その損失見込額を計上しております。

⑸退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、年金資産の額が、退職給付
債務に未認識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異を加減した額を超過している場合には、「投資そ
の他の資産」の「前払年金費用」として計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）による定額法により
費用処理しております。
　数理計算上の差異は、それぞれの発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（15年）を処理年
数とする定額法により、翌事業年度から費用処理しております。
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⑹環境対策引当金
　保管するＰＣＢ廃棄物について、日本環境安全事業株式会社から公表されている処理単価等に基づき算出
した処理費用見込額を計上しております。

⑺石綿健康被害補償引当金
　石綿健康被害者の元従業員に対して、発生すると見込まれる補償額を計上しております。

４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、
その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当事
業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑵ヘッジ会計の処理
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約および通貨
スワップについては振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処
理によっております。

⑶消費税等の会計処理
税抜方式

６．追加情報
（和解契約の締結）

　米国向け大型鉄道車両案件については、平成28年12月に当該案件を予定通り遂行することが困難になった
旨を客先に申し入れ、案件遂行の方向性について、関係当事者と協議を行ってまいりましたが、当事業年度
において、関係当事者への影響を最小限にする方策として当社とは別の車両メーカー（以下、「代替メーカ
ー」という。）が当該案件における車両の製造を行うこととなりました。これに伴い、当社は当該案件の直
接の受注者である住友商事株式会社および米州住友商事会社（以下、あわせて「住友商事グループ」という。）
と交渉を進めてまいりましたが、当社およびNIPPON SHARYO MANUFACTURING,LLC（以下、「日
車MFG」という。）が、住友商事グループに対して合計328,942千米ドルを解決金として支払い、本案件を
住友商事グループとの間で終局的に解決することを内容とする和解契約の締結を平成29年11月６日開催の
取締役会で決定し、同日付で締結しました。これに関する会計処理の詳細につきましては、それぞれ【貸借
対照表に関する注記】５、【損益計算書に関する注記】２に記載のとおりであります。なお、当事業年度に
おいて解決金の支払いを完了しております。

【貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 44,683百万円
２．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産 担保に係る債務

種 類 期末帳簿価額
（百万円） 内 容 期末残高

（百万円）
投資有価証券 (注)１ 4,486 － －
建物及び構築物 276

長期借入金 (注)２ 35,000土地 14
投資有価証券 12,337
(注)１．信用状発行のための差入であります。

２．米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支払いに充当することを目的とした親会社（東海旅客
鉄道㈱）からの長期借入金であります。

３．保証債務
被保証者 内 容 金額(百万円)

東銀リース㈱他 各社の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証 388
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４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 10,061百万円
長期金銭債権 159百万円
短期金銭債務 923百万円
長期金銭債務 55,399百万円

５．受注損失引当金
　追加情報に記載した内容を踏まえ、前事業年度に計上した受注損失引当金について491百万円の戻し入れを
行っております。

６．親会社へ譲渡した固定資産
　当社は、平成29年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄
道㈱）へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会
社との間で賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の土
地11,975百万円および建物4,022百万円（いずれも平成30年３月末日の帳簿価額）については売買処理を行っ
ておらず、有形固定資産に計上しております。なお、当該取引はファイナンス・リース取引には該当しないた
め、工場資産の譲渡価額は長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）に計上しており、平成30年３月
末日の残高は20,686百万円であります。

【損益計算書に関する注記】
１．関係会社との取引高

　営業取引による取引高
　売上高 26,208百万円
　仕入高 1,230百万円

　営業取引以外の取引による取引高 338百万円
２．解決金の支払に伴う損失

　追加情報に記載のとおり、当社および日車MFGが住友商事グループに対して解決金を支払うことに伴い生
じた損失であります。

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,398,739株

【税効果会計に関する注記】
　繰延税金資産の発生の主な原因は、たな卸資産評価損、退職給付引当金、賞与引当金の否認等であり、評価性
引当額を控除しております。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額であります。

【関連当事者との取引に関する注記】
１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は

出資金
(億円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)

親会社 東海旅客
鉄道㈱

名古屋市
中村区 1,120 運輸業

(被所有)
直接

51.2％

当社製品の
販売
役員の兼任
資金の借入

製品の
販売 24,000 売掛金 5,947

資金の借入
借入金の返済
利息の支払

56,000
313
192

1年内返済予定の
長期借入金

長期借入金
未払費用

287
55,399

43
(注)１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針
価格その他の取引条件については、市場価格及び過去の取引実績等を勘案して、一般取引条件と同
様に決定しております。

３．資金の借入における金利等の取引条件は、市場金利、当社の財務状況および金融機関等との取引条
件を考慮して合理的な条件としております。なお、米国向け大型鉄道車両案件に関する解決金の支
払いに充当することを目的とした長期借入金35,000百万円に対し、上場有価証券および本社土地建
物を担保として差し入れております。
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４．１年内返済予定の長期借入金の期末残高287百万円、長期借入金の期末残高のうち20,399百万円お
よび未払費用の期末残高のうち42百万円は、親会社へ譲渡した固定資産の譲渡価額について計上し
た長期借入金に係るものであり、これら期末残高に対応する資金の借入額は21,000百万円、借入金
の返済額は313百万円、利息の支払額は122百万円であります。

２．子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は

出資金
(百万ドル)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)

子会社 NIPPON SHARYO
U.S.A.,INC.

米国
イリノイ州 10 鉄道車両 100.0％ 製品の製造・販売

資金の貸付

資金の貸付
利息の受取

5,196
35

関係会社
長期貸付金
未収入金

4,845
10

移転価格
税制調整金
（注４）

1,632 未収入金 1,632

(注)１．取引条件及び取引条件の決定方針
資金の貸付については、貸付利率は市場金利及び債務者の状況を勘案して合理的に決定しておりま
す。

２．上記の取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。
３．当事業年度において、上記取引以外に関係会社貸倒引当金繰入額4,845百万円を計上しております。
４．当社およびNIPPON SHARYO U.S.A.,INC.は、日米税務当局に移転価格に関する事前確認を申請

しております。本取引は当該事前確認申請に基づく調整金です。

３．兄弟会社等

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は

出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)

親会社の
子会社

ＪＲ東海財務
マネジメント㈱

名古屋市
中村区 80 経理業務受託

事業・金融業 －
資金の調達・
余 剰 資 金 の
預入

利息の
受取
(注３)

1 短期
貸付金 7,534

(注)１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針

価格その他の取引条件については、市場価格及び過去の取引実績等を勘案して、一般取引条件と同
様に決定しております。

３．親会社（東海旅客鉄道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に
おける取引のため、取引金額は記載を省略しております。また、金利については市場金利を勘案し
て決定しております。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産 65.36円
２．１株当たり当期純損失 95.68円
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